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◼ 昨年のCOP26では、世界の平均気温上昇を1.5℃に抑える努力目標が継続されることとなり、
2050年のカーボンニュートラル（CN）と、その経過点である2030年に向けての野心的な対策が求
められた。COP26終了時点で、米国、日本含む150カ国以上が、2050年（一部の国は別の年
限付き）のカーボンニュートラルを表明。
また、途上国支援について、先進国は、2025年までに途上国の適応支援のための資金を
2019年比で最低2倍にすることが決定した。

◼ COP26以降、世界全体でカーボンニュートラル実現に向けた機運は高まったが、それも束の間、
2022年2月に世界はロシアのウクライナ侵略という新たな試練に直面。コロナ禍等の要因も重なり、
特に化石エネルギー価格が高騰し、エネルギー市場が不安定化。

◼ このような情勢も踏まえ、本レポートでは、主要国において今後とも主要なエネルギー源となることが
想定される再生可能エネルギーと化石エネルギーに焦点を当て、COP27に先立って主要国のカーボ
ンニュートラルを巡る政策、技術動向等の情報を集約。主に以下2つの視点から現状分析を行う。

1．はじめに

① 主要国のエネルギー需要を踏まえ、COP26以降の主要国の主な政策の動きや産業界の動向を
捉える。

② COP27の議長国はエジプトであり、途上国への支援に係る議論に焦点が当たることが予想される。
このため、途上国におけるエネルギー政策の現状や、先進国による支援状況の分析を行いつつ、
途上国における公正なエネルギートランジションの実現に向けた支援への示唆を得る。

なお、本レポートでは、上述のとおり再生可能エネルギーと化石エネルギーに焦点を当てているが、主要国
のエネルギー構成やエネルギー政策の全体像も把握できるように、原子力等他のエネルギー源についても、
主要国のエネルギー政策動向（詳細版）（p.39～47）に一部情報･動向を掲載した。
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COP27について

◼ COP27とは「国連気候変動枠組条約第27回締約国会議」のこと。1992年に地球温暖化対策に世界全体で取り組んで
いくことに合意した「国連気候変動枠組条約（UNFCCC）」が採択されて以降、同条約に基づき、国連気候変動枠組条
約締約国会議（COP）が1995年より毎年開催されている。
 議長国 ：エジプト
 開催日時：2022年11月6日から11月18日
 開催場所：シャルム・エル・シェイク、エジプト

◼ 予想される議論：COP27では、これまでの交渉から実施フェーズへ移行していく重要な局面を迎える中、議長国はアフリカ
をはじめとする途上国の立場でもあることから、気候ファイナンスや気候変動による損失と被害等といった途上国への支援強
化に関する議論に集中する可能性。

出典：外務省HP、欧州委員会HP、COP 27 Official Host Country Website、IEEJ「COP15～COP22の歴史と今後の見通し」を基にNEDO技術戦略研究センター作成

1992年 国連気候変動枠組条約（UNFCCC）採択（1994年発効）（締約国数：197カ国・機関）

1997年 京都議定書 採択（COP3）（2005年発効）（締約国数：192カ国・機関）

2009年 コペンハーゲン合意（COP15）→先進国・途上国の2020年までの削減目標・行動をリスト化すること等に留意

2010年 カンクン合意（COP16）→各国が提出した削減目標等を国連文書に整理することで合意

2011年 ダーバン合意（COP17）→全ての国が参加する新たな枠組み構築に向けた作業部会（ADP）が設置

2013年 ワルシャワ決定（COP19）→2020年以降の削減目標（自国が決定する貢献案）の提出時期等が定められる

2014年 気候行動のためのリマ声明（COP20）→自国が決定する貢献案を提出する際に示す情報（事前情報）、新たな
枠組の交渉テキストの要素案等が定められる

2015年 パリ協定（COP21）→2020年以降の枠組みとして、史上初めて全ての国が参加する制度の構築に合意

2016年 マラケシュ行動宣言（COP22）→パリ協定の発効

2021年 グラスゴー合意（COP26）→1.5℃努力目標を継続し、2050年カーボンニュートラル及び2030年に向けた野心的
な気候変動対策を求める。

2022年 COP27@シャルム・エル・シェイク、エジプト

国連気候変動枠組条約締約国会議（COP）交渉の経緯
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（参考）COP26の主な議論及び合意事項等

出典：外務省HP、経済産業省HP、首相官邸HP、UNFCCC HPを基にNEDO技術戦略研究センター作成

●パリ協定で定められた世界の
平均気温の上昇を1.5℃に抑
える努力目標を継続し、締約
国に対し、2050年のカーボン
ニュートラルと、その経過点であ
る2030年に向けて野心的な
気候変動対策を求めた。
※COP26終了時点（2021年11月）
では、G20含む150カ国以上が年限付き
のカーボンニュートラル目標を掲げている。

出典：首相官邸HP

出典：UNFCCC HP

COP26決定文書の採択の瞬間

●全ての国に対し、排出削減
対策が講じられていない石炭
火力発電のフェーズダウンや非
効率な化石燃料補助金から
のフェーズアウトを含む取り組
みを加速することを合意。

●パリ協定第6条（市場メカ
ニズム）に係る実施方針として
「パリルールブック」が完成。こ
れまで議論のあった国際的に
移 転 さ れ る 温 室 効 果 ガ ス
（GHG）削減量の二重計上
防止や京都議定書下のクリー
ン開発メカニズム（CDM）、
クレジットの扱い等についての
統一ルールが決定された。

●気候変動による途上国の
適応支援のため、先進国は
2025年までに支援資金を
2019年比で最低2倍にす
ることが求められた。

（1）「アジア･エネルギー･トランジション･イニシアティブ
（AETI）」を通じ、ゼロエミッション火力への転換支援。

（2）アジア等の脱炭素化支援のため、今後5年間で
最大100億ドルの追加資金支援。

【日本の貢献】
（3）気候変動による影響に対応するため

の途上国の適応支援を倍増。

（4）森林分野への支援。
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２．主要国のエネルギー政策と産業界の動向
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COP26以降の主要国のエネルギー政策と産業界の動向（全体像）

◼ COP26以降、主要国における気候変動対策の中長期政策目標に大きな変化は見られないものの、
カーボンニュートラル（CN）へのトランジションにおいて、先進国においては、再生可能エネルギー（以下、
再エネ）・化石エネルギーに焦点を当てたエネルギー政策として、国内制度の整備を並行的に進展。

◼ 再エネについては、先進国を中心に、研究から社会実装フェーズへの支援制度が充実すると同時に、
インフラ投資法等も整備されつつある。

◼ さらに米・欧・中・日は、様々な視点で多国間の枠組み作りを主導し、気候変動対策を積極的に推進。
◼ 一方、特にEUでは、ロシアによるウクライナ侵略を契機に、冬場の電力安定供給確保に向けて、石炭

火力発電の再稼働や天然ガスの備蓄量を増大している他、電力需要抑制策も発動。
◼ こうした各国政府の動きに同調する形で、産業界でも再エネ・化石エネルギーにおいて投資が増加基調。

特に、規制が存在する航空機分野において投資が先行。また、自動車分野では、欧州・米国等におい
て電気自動車（EV）のインフラ投資が活発。

7

化石エネルギー
ニーズへの対応

再エネ含むCN
推進ニーズへ
の対応

政府の取り組み 産業界の取り組み

➢ 石炭火力発電の再稼働の容認（独・仏等）
➢ 天然ガスの備蓄増大（独）
➢ エネルギートランジションにおける天然ガスの

有用性の再確認（EU、英）
➢ 電力需要の抑制（EU）

➢ インフラ投資雇用法の整備（米）
➢ ロシア産化石燃料依存からの脱却計画に伴う

再エネ、省エネ、水素目標の前倒し（EU、独）

➢ 上流開発、天然ガスへの投資の増加（米）
➢ 好調なオイル・ガスマーケット（米、EU、英）
➢ LNG増産プロジェクトの発表（米）

➢ 欧州の金属業界団体がエネルギートランジション
のための調達強化をEUに要請（EU）

➢ 持続可能な航空燃料（SAF）の商用生産を
目指す開発や原料調達から製造・供給まで国内
サプライチェーン構築を目指す取り組みも（日）

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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主要国の政策動向概要①

米国 中国 EU 英国 独

NDC

（2030年目標）

-50 ～ -52%
（2005年比）

1. CO2排出量を2030年
までにピークアウト

2. GDP当たり排出量を
-65%以上

（2005年比）

-55%以上
（1990年比）

-68％以上
（1990年比）

（国内法では2035年までに
78%）

-55%以上
（1990年比）

2050年ネットゼロ 表明済み
2060年までにネットゼロ

（GHG排出）
表明済み 表明済み

2045年までにネットゼロ
（GHG排出）

◼ 先進国・途上国とも、中長期的な政策の方向性に対する見直しは大きく行われなかったものの、
先進国を中心に、国内法の整備が加速。

出典：UNFCCC HP、各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

**BAU：特段の対策を実施しないケース

主要国のNDC*提出状況及びネットゼロ表明の有無

インドネシア エジプト インド 参考：日本

NDC

（2030年目標）

-29％ （BAU**比）
（無条件）

-41％ （BAU比）
（条件付）

-33%
（BAU比）

GDP当たりGHG排出量
-45％（2005年比）

-46%
（2013年度比）

（さらに、50％の高みに向け、
挑戦を続けていく）

2050年ネットゼロ 2060年ネットゼロ ー 2070年ネットゼロ 表明済み

※赤字は、COP26以降に改訂版を提出
*Nationally Determined Contribution:国が決定する貢献
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米国 中国 EU 英国 独

主なCN政策
（関連予算）

「インフレ削減法」
（3,690億ドル）

「インフラ投資雇用法」
（880億ドル）

国家主席宣言
（分野別関連計画も

相次ぎ発表）

「欧州グリーン・ディール」
（1兆ユーロ）
「REPowerEU」

（2030年までに3,000億ユーロ）

「グリーン産業革命に
向けた10項目」
（120億ポンド）

「連邦気候保護法」
「気候保護緊急プログラム
2022」（80億ユーロ）
「イースター・パッケージ」

炭素税等
加州は排出権取引実施
（上院では国境炭素税の

素案検討中）
国内排出権取引

域内：排出権取引
域外：炭素国境調整メカニズム

（CBAM）導入予定
国内排出権取引

運輸・熱部門のカーボンプライ
シング、「燃料排出量取引

法」

化石エネルギー
への対応

G7（5月）で2035年の
石炭火力発電のフェーズア
ウトに向かうことに同意。一
方、欧州向けLNG増産。

化石を含むエネルギー安
定供給拡大（現5カ年）
石炭のクリーン利用推進

ロシア産化石燃料依存から脱却を
図る「REPowerEU」計画を発表。
今季を乗り切るためのガス需要削減

計画も発表。

再エネ拡大を継続する一方、
国内の石油ガス開発がエネル

ギートランジションに重要と
位置付け。

再エネ導入加速の法案を提
出する一方、短期的には石
炭火力発電を増やす措置や

LNG受入基地建設。

発
電
部
門

太陽光（PV）
2035年に40％も可能との
エネルギー省（DOE）報告

非化石エネルギー
消費の割合

2030年25％、
2060年80％

再エネ・2030年目標
風力＋PVで1,200GW

2025年までに320GW新設、
2030年までに600GW

2035年まで現在の5倍、
70GWの設備普及を目指す。

2030年までに215GW

風力
2030年に20%
2050年に35%

2030年までに480GW
（サプライチェーンをさらに整備）

2030年までに洋上風力
50GW

（浮体式を5GW含む）

2030年まで陸上風力を
115GW。国土の2%を風力
発電施設設置用に確保。洋

上風力を30GW

CCUS*1 現在51プロジェクトが
発表済

40プロジェクト進行中
CCUSを含む技術開発に10億

ユーロの投資
10億ユーロの投資。

技術開発へのファンドも。
水素戦略において、CCUの

役割について言及

蓄電
加州をはじめ12州が電力
業者に一定の蓄電設備建

設保持規制

2025年新型エネルギー
貯蔵

30GW以上

欧州バッテリー同盟を17年に
設立。2025年に2,500億ユーロ

の市場規模

EV向けバッテリー製造に
4億ポンド以上の投資

欧州バッテリー同盟を2017
年に設立。2025年に2,500

億ユーロの市場規模

水素
水素ハブを4カ所建設のた
めに80億ドルを予算立

2025年グリーン水素生産
10～20万トン/年、

FCV保有5万台

2030年までグリーン水素の生産を
2,000万トン（国内1,000万、

輸入1,000万）

2030年までに低炭素水素を
10GW

2030年までにグリーン水素
14TＷh。ブルー水素利用の

可能性も排除しない

輸
送
部
門

電気自動車
比率目標

全米では2030年にEV/ 
PHV*2/FCV*3 50%を目標

（加州では2035年EV, 
FCVのみ販売可）

2035年新エネ車50％
（EV/FCV/PHV）

省エネ車50％
（HEV*4を含む）

2035年までの全新車ゼロエミッション
化案が欧州議会で採択

2030年にガソリン車、
2035年にハイブリッド車の

新規販売禁止

独連邦政府は、合成燃料車を
除き、EU目標を支持。

一方、業界団体や一部州政府
は政府と異なる立場を示す。

航空分野の
CNへの取り組み

2050年までに完全SAF化 ―
SAFの割合を2030年に5%以上、

2050年に85％以上義務化
2030年にSAF使用10%、

2040年に国内航空をネットゼロ
SAF製造ロードマップを

2021年に作成

主要国の政策動向概要②
※赤字は、COP26以降の主な動き

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

*1CCUS: Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage *2PHV：Plug-in Hybrid Vehicle
*3FCV：Fuel Cell Vehicle *4HEV：Hybrid Electric Vehicle
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主要国の政策動向概要③

インドネシア エジプト インド 参考：日本

主なCN政策
（関連予算）

「2050年低炭素・気候強靭化の
ための長期戦略

（LTS-LCCR 2050）」

「2050年に向けた
国家気候変動戦略」

モディ首相
COP26宣言

「グリーン成長戦略」
（グリーンイノベーション（GI）

基金2兆円 等）

炭素税等
石炭火力発電所への炭素税の

2022～2024年に導入すると決定
したが、2022年7月に再度延期

ー ー
地球温暖化対策税

GXリーグ設立準備（民主導の
市場ルール等の確立）

化石エネルギー
への対応

2050年も重要な役割を果たすが、約
8割の石炭火力発電にCCSを設置す

る等低炭素化を目指す

化石燃料が大半の現状から、2035
年までに再エネの発電比率を42％と

する大幅な電源構成変換

「国家電力政策」（草案）は石炭
火力発電が需要を満たす重要な

資源と位置付け

短期的には、LNG・原油等の
調達の安定化・多様化

発
電
部
門

太陽光 2050年までに113GW導入

2035年までに再エネの発電比率を
42％

（太陽光、風力、水力）

2030年までに非化石起源の
電源構成を50％

2030年までに再エネを450ＧＷ
導入

（PV、風力、バイオマス、小水力）

2030年に104～118GW

風力 2050年までに17GW導入 2030年に23.6GW

水力、地熱
2050年までに水力68GW、地熱

23GW導入
ー （小水力は上記に含む）

2030年に水力50.7GW、
地熱1.5GW

CCUS
2050年までに石炭火力発電の

76％にCCSを導入予定
ー

CCUS技術の進展に資金提供し、
積極的に推進

2030年までのCCS長期ロード
マップの中間とりまとめ

水素分野 ー
EUと「地中海水素パートナーシップ」

を構築
「国家水素ミッション」に基づきグリー
ン水素2030年500万トン生産

2030年の電源構成のうち、1%
程度を水素・アンモニアとする

その他
注力分野

2050年までにバイオマス発電13GW、
バイオ燃料14GW、BECCS*23GW。
また、2050年までに電源構成の8％

をBECCSに。

ー

2022年にバイオマス発電設備容
量10GW、2023年までに15Mtの
圧縮バイオガス生産、2025年末ま
でにガソリンにバイオエタノール20％

混合

2030年にバイオマス8.0GW

輸
送
部
門

EV比率目標
「電気自動車の促進に関する政令」
（2019）では2025 年までに生産台
数に占めるEV の割合を20％へ引き上げ

ー
2030年までに、新車販売30％を
EVとする目標（電力大臣発表）

2035年までに、乗用車新車販
売で電動車100％を実現

航空分野のCN
への取り組み

ー ー SAF技術開発の公募を開始
2030年までに国内航空による燃

料使用量の10％をSAFに

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

※赤字は、COP26以降の主な動き

*BECCS：Bio-Energy with Carbon Dioxide Capture and Storage
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再エネへの投資動向

◼ 2022年の世界のエネルギー投資は前年比8％増の2兆4,000億ドル。そのうち、クリーンエネル
ギーへの投資は1兆4,400億ドルと過去最高を更新。

◼ 鉄鉱石や銅等の原材料高がメーカーの利益を削ったこと等もあり、増加率は過去5年間で最も
小さかったものの、再エネの投資は引き続き増加傾向。

◼ 新規再エネ容量の内訳は、太陽光発電が約半分を占める。また、風力発電は、陸上のみなら
ず洋上の開発も進んでいる。

出典：IEA, “Renewable Energy Market Update Outlook for 
2022 and 2023”

出典：IEA*, “World Investment 2022”

※水素関連は、”Low-carbon fuels and CCUS”に含まれる。

年毎のクリーンエネルギー投資額（2017～2022年） 技術別再エネ容量（2017～2023年）

*IEA：International Energy Agency
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化石エネルギーへの投資動向

◼ 再エネに加えて化石エネルギー部門への投資も増加基調。
◼ エネルギー価格の上昇もあいまって、エネルギーの上流に関わる民間企業の業績は好転。

LNG増産への新たな投資計画も浮上。

2022年に報道されているLNG増産プロジェクト例

◼ カタール ノース・フィールド・イースト（NFE）プロジェクト：
中東カタール国営の石油・ガス会社QatarEnergyは、NFEの年7,700万ト
ンの生産をさらに3,200万トン増やす計画。 Exxon Mobil(米)のほか、
ConocoPhillips(米)、TotalEnergies(仏)、Eni(伊)をパートナーに選び、
各社が権益を得ている。

◼ 米 Cameron LNGフェーズ2プロジェクト：
年間最大生産能力675万トンのLNG設備1基の追加や、現在稼働中の3
基の生産能力増強、さらにはGHG排出量の削減を実現するための設計改善
を計画。三井物産等が参画。

石油メジャーの2022年2Qの好調な業績

欧米の5大石油会社（BP(英), Chevron(米), 
Exxon Mobil(米), Shell(英蘭), TotalEnergies(仏)）
の2022年度の第二四半期の決算によれば、ロシアに
よるウクライナ侵略等に伴うエネルギー価格の高騰もあ
り、全体で600億ドルの利益を計上。一部で最高益
となった。

石油・天然ガス

世界における上流開発への投資

液化天然ガス

出典：IEA, “World Energy Investment 2022”（→はNEDO技術戦略研究センター加筆）

出典：各社HP、各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

石炭
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CNに向けた主要国の主な多国間政策①

◼ 主要国がCNに向け、様々な多国間枠組みを設置。
◼ 日本は、東南アジアを中心とした枠組みを主導し、積極的に推進。

（テーマ例）

米国
日本

米国、カナダ
英、独、
仏、伊

気候クラブ/ G7

First Movers Coalition （FMC)
/ 米国・世界経済フォーラム

中国

スイス

日EUグリーンアライアンス

EU

アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC)
アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）

アジア未来投資イニシアティブ（AJIF)

LEAD*
イニシア
ティブ

東南アジア

一帯一路グリーン発展
国際連盟 （BRIGC）/ 中国

中央アジア

アフリカ

中東欧

インド

太陽に関する国際同盟
（ISA）/ インド

太平洋島嶼国、中東、
中南米、一部欧州

※政策の詳細は、p.49～51参照。

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

凡例

欧米
アジア
日本

*LEAD：NEXI’s Initiative to promote Leading Technologies & Businesses, Environment & Energy, Alliance and Development
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CNに向けた主要国の主な多国間政策②

主導国
（賛同国）

主な対象地域 概要
産業界
取り込み

包括的
ｱﾌﾟﾛｰﾁ

ｲﾝﾌﾗ
投資

ｴﾈﾙｷﾞｰ
ﾄﾗﾝｼ゙ ｼｮﾝ

気候クラブ
ドイツ

（G7各国）
（官）

G7各国を中心に、主要排出
国、G20各国、その他の途
上国、新興国に呼びかけ

カーボンリーケージへの対抗、
脱炭素化への産業変革、

財政・技術による途上国支援

First Movers 
Coalition（FMC）

米国
（日本、欧州）

（官民）

グローバル
（主要グローバル企業55社）

2050年までにネット・ゼロを達成
するために必要な重要技術の早
期市場創出に向け、世界の主要
グローバル企業が購入をコミット

日EUグリーン
アライアンス

日本・EU
（官）

日・EU、途上国。将来的には
第三国（アジア、インド太平

洋、アフリカ諸国）も

エネルギートランジション、規制とビジネ
ス、研究開発、第三国協力、公平な

気候変動対策等で双方が協力

一帯一路
グリーン発展国際連盟

中国
（28カ国）

（官）

東南・中央・南アジア、中東、
中南米等

再エネをはじめとする
グリーンなインフラの建設促進

太陽に関する国際
同盟（ISA）

インド
（欧州・日本を含

む108カ国）

アフリカ、太平洋島嶼国、中
南米・中東等の熱帯諸国

太陽エネルギーの飛躍的な普
及・拡大を目的とする日射量

の多い国の間での協力

AZEC/
AETI/AJIF

日本
（官）

ASEAN（将来的には他の
アジア諸国、米国、カナダ、豪

州及び中東諸国等）

アジアにおけるゼロエミッション技術
の開発や水素インフラでの
国際共同投資等を推進

LEAD
イニシアティブ

日本
（官民）

FOIP（自由で開かれたインド太
平洋）対象地域

（インド太平洋諸国等）

CN、デジタル変革分野、SDGs、
国際的パートナーシップ構築に向

けた融資を推進

◼ 多国間政策でも主眼に置く内容によりいくつかの特徴が見える（産業界取り込み、包括的アプ
ローチ、インフラ投資、エネルギートランジション）。詳細は、p.49～51参照。

14出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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◼ NEDOは本年5月、太陽に関する国際同盟（ISA）と、日本政府、国際協力銀行（JBIC）、
国際協力機構（JICA）と共に協力に関する覚書に署名。

◼ 覚書は、5者間で再エネ分野における具体的な多国間協力を奨励、促進するための協力的な
制度の枠組確立を目的としている。

コラム①

覚書による協力分野は以下の通り：
• ソーラー技術及び再エネ促進に資する技術
• 省エネルギー、エネルギー貯蔵に関わる技術
• 加盟国の太陽エネルギー業界及びクリーンテック・エコシ

ステムにおける技術革新
• その他

（在インド日本国大使館HPを基に、NEDO技術戦略研究センター作成）

＜太陽に関する国際同盟（ISA*）について＞
国際社会における太陽エネルギーの急速かつ大幅な利用拡大を目的と
する多国間協力プラットフォーム。 2015年のCOP21開催期間中に、
インド政府がフランス政府と共に立ち上げたイニシアティブ。本年8月31日
現在，日本を含む108カ国が署名、事務局はインド・ハリヤナ州に所在。

*ISA: International Solar Alliance

出典：在インド日本国大使館HP、NEDO HP

覚書に署名した5者代表

スピーチするNEDOニューデリー事務所・加来所長

NEDOによる太陽エネルギー分野における多国間政策への国際協力
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国・地域 政策 区分 金額 内容 研究 開発 実証 導入

同法全体 5,550億ドル
目玉政策として、道路・港湾から、エネルギー関連ま

で多岐にわたるインフラ投資

うち、エネルギー省

（DOE）担当の投資
620億ドル

エネルギー関連、脱炭素関連への投資

開発～実証フェーズに重点

DOEのうち、部門を新設し

取り組む実証プロジェクト
214億ドル

水素ハブ、CCUS、エネルギー貯蔵等をクリーンエネ

ルギー実証部門（OCED）を新設し推進

ローン

プログラム
脱炭素関連 ー

先端自動車製造、クリーンエネルギー分野

への政府融資

プログラム全体 955億ユーロ
先端研究、社会課題解決、市場創出の3本柱

総額の35％超は気候変動対策に寄与

うち、第二の柱：

社会課題解決合計
535億ユーロ

健康、デジタル等も含め６つのクラスターで

技術・ソリューションの創出・導入・普及

うち、「気候、エネ

ルギー、モビリティ」
151億ユーロ

クリーンかつ競争力のあるエネルギー供給

エネルギー・輸送セクターでの移行、他

うち、「食料・バイオ・

資源・農業・環境」
90億ユーロ

生物多様性、バイオエコノミー、

食料安全保障、他

100億ユーロ
GHG削減技術の実証支援（エネルギー貯蔵、

CCUS、エネルギー多消費産業等）

洋上再生可能エネルギー 7,400万ポンド/5年

エネルギーシステム 5,000万ポンド/5年

ー
再エネ発電、エネルギー貯蔵、リサイクル等の技術

水素は、別途中長期計画を策定し規定

政府融資 ー
人民銀行のグリーン金融・脱炭素特別枠、アジアイ

ンフラ投資銀行とプロジェクト支援等

2兆円
エネルギー産業、輸送・製造産業、食料・

農林水産業等におけるグリーン成長戦略実現

インフラ投資

雇用法

Horizon

Europe

欧州イノベーション・ファンド

グリーンイノベーション基金

第14次5カ年エネルギー分野

科学技術イノべーション計画

9分野に設置。企業間協力や大学の知見活用に

よる製品サービス開発へ長期的投資を実現
Catapult

CNに向けた技術開発及びインフラ投資動向①

◼ 米国インフラ投資雇用法をはじめ、主要国で大型の技術開発・インフラ整備の政策が成立。
◼ いずれも、気候変動対策であり、産業強化策でもある。実証や導入支援が活発に。

2021～2027年

2022～2026年

2021～2030年

2021～2030年

16

第一の柱：先端研究

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成※Catapultは2011年より継続中。記載した金額は5カ年度予算（2018～2023年）の額。

※

2011年～
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CNに向けた主要国の技術開発・インフラ投資の動向②

水素関連分野の動向

米国：水素ハブを全米最大10カ所建設（IIJA・80億ドル）、
電解システムを含む研究開発（同15億ドル）等に投資

欧州：「欧州の気候中立に向けた水素戦略」においてグリーン水素推
進に、2030年までに水素の電解槽設置規模を40GWに、ま
たグリーン水素の生産量を1,000万トンに引き上げることを目
標（輸入も1,000万トンを目標）
欧州委員会と欧州の電解槽メーカー20社が2025年までに
電解槽製造能力を今の10倍の1.75GWへ引き上げを合意

中国：水素を戦略的産業としてイノベーション支援、インフラ建設、
産業応用（交通、貯蔵、工業等）を推進
2025年時点でFCV保有5万台、再エネ由来の水素製造
10～20万トン/年を目標

米国：EV充電ステーション網の構築（IIJA・75億ドル）、
バス・フェリーの電動化（同・75億ドル）等に投資
また、自動車分野ローン・プログラムをEV用蓄電池工場の
建設に適用（General Motors(米)/LG Energy
Solution(韓)EV蓄電池工場へ25億ドル融資）

欧州：EUは環境対策政策パッケージ「Fit for 55」において、
2035年以降の内燃機関車の生産を禁止としたが、同時に、
2030年までに主要高速道路上に充電ポイントや水素充填
ステーションを350万基程度まで増やすことを目指すとした。

米国：インフラ投資雇用法（IIJA*）はエネルギー分野に多くを投資
・電力インフラの強靭化・スマート化 332億ドル
・エネルギー貯蔵の実証プロジェクト 5.1億ドル
・再エネ関連の研究開発 同3.7億ドル、等

欧州：EUはロシア産化石燃料依存を大幅に低下させる計画、
「REPowerEU」において、2027年までに2,100億ユーロの
追加投資が必要と試算。ここでは、エネルギー節約、供給源
の多様化、再エネ展開の加速等が謳われている。

中国：風力・太陽光発電設備容量は2030年までに1,200GWを目標
新型エネルギー貯蔵も2025年時点30GW以上を目標
送電網は省・地域横断で6,000万kW以上の新設等で増強

米国：化石燃料産業6施設でのCCS実証を含め、ネガティブ・エミッ
ション技術の開発・実証に注力（IIJA・120億ドル）
製鉄・コンクリート・化学等の産業排出対策（同5億ドル）

欧州：欧州イノベーション・ファンドはCCS関連で7プロジェクトを
支援（12億ドル）
その他各国もCCUS向けファンド等を設定

（デンマーク24億ドル、オランダ23億ドル、英国2億ドル等）

中国：5カ年計画で石炭のクリーン効率利用を方針とし、CCUSは
重要な位置付けであり、約40のプロジェクトが進行中

エネルギー多消費分野の動向

輸送分野の動向エネルギー分野の動向

*IIJA：米国・インフラ投資雇用法（Infrastructure Investment and Jobs Act） 出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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金額（億ドル） 主な使途

クリーンエネルギー実証 225
CCS/DAC/産業対策 100、

水素 80、原子力 25

R＆D 49 CCUS/DAC 26、水素 15

製造・サプライチェーン 86 電池 63、材料・レアアース

電力インフラの強靭化・スマート化 332 送電網、原子力、水力等

州・地方への貢献 59 公共施設等の省エネ他

交通電動化（DOE外） 150
EV充電ステーション 75

バス・フェリー電動化 75

D

O

E

関

連

金額（億ユーロ）

社会課題解決「グローバルチャレンジ・欧州の産業競争力」 535

健康 82

文化、創造性、包括的な社会 23

社会のための市民安全 16

デジタル、産業、宇宙 153

気候、エネルギー、モビリティ 151

食料、バイオエコノミー、資源、農業、環境 90

ローンプログラム

18

CNに向けた主要国の技術開発・インフラ投資の動向③

米インフラ投資雇用法におけるCN関連投資 EU Horizon EuropeにおけるCN関連投資

・2026年までの5年間でインフラ全般に5,500億ドルを投資
・そのうち、エネルギーインフラ・脱炭素関連に総額880億ドル
を新規投資（DOE関連は620億ドル）。

・電力インフラの強靭化・スマート化、水素ハブ建設、蓄電池・
車両電動化、ゼロエミッション、原子力技術等に多くを配分。

・予算の多くは実証・導入支援に投入し社会実装を実行。
インフラ投資雇用法の主なエネルギー・脱炭素関連投資

DOEのシームレスな支援

ARPA-EによるR＆D

各部局によるR&D支援 実装支援

インフラ投資雇用法（実証/実装）

R&D 実証 実装

R&Dから実装まで複層のプログラムで支援を構築

・2027年までの7年間、研究・イノベーション全般に総額955億
ユーロを投資、基礎研究から実装までを支援。
・全体予算の35%以上は気候変動対策に充てられる。
・全体は、先端研究・社会課題解決・市場創出支援という3つ
の柱で構成。技術開発～実証が重要となる気候変動対策関
連は、第2の柱 「グローバルチャレンジ・欧州の産業競争力」が
中心となる。
（6つのクラスターのうち、主に2つが気候変動対策関連）

第2の柱：6クラスターと予算内訳

EＵのシームレスな支援

社会課題解決
市場創出支援Horizon 

Europe

GHG削減の実証事業エネルギー多消費
産業等が対象

「イノベーティブ・ヨーロッパ」

Euratom
原子力分野の

研究・イノベーション

※「DOE関連」予算は同省HPの関連プログラム一覧（9月30日時点）による。
既設プログラムも含まれるため、同省全体のインフラ投資雇用法予算とは合致しない。

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

主に気候変動
対策に関連
するクラスター

R&D 実証 実装
第１の柱

第2の柱

第3の柱

先端研究

欧州イノベー
ションファンド

投資額：
約20億ユーロ/7年

*DAC：Direct Air Capture

*
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「卓越した科学」

「グローバルチャレンジ・欧州の産業競争力」
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CNに資する主な産業･企業動向①

業界 ＥＵ/英国 米国 中国
〈参考〉
日本

航空

• 英国は、Jet Zero Strategyにお
いて、2040年までに国内フライト
をネットゼロを目標に。また「将来へ
のフライトパス」では、2030年までに
SAFの割合を10％に引き上げるこ
とを目標に。

• 航空大手Airbusと工業ガス大手
Lindeが空港向け水素インフラ共
同開発を発表。

• Boeingが日本にSAF等サステナビリ
ティー分野での技術協力や、電動航
空機及び水素航空機等次世代航
空機の実現に向け、名古屋市に研
究開発拠点を設立。

• Chevronは2030年までに再生可
能燃料生産量を10万バレル/日に
増加することをコミット。

• 航空機分野での水素燃料電池
の応用を模索（政府・水素戦
略）

• 全日空と日本航空は、世界経済
フォーラムのClean Skies for 
Tomorrow Coalitionに参画し、
「2030 Ambition Statement」
宣言に共同で署名。世界の航空
燃料に占めるSAFの割合を2030
年までに10%に増加させることを目
指す。

自動車

• EUでは、2035年の内燃エンジン
新車販売停止を欧州議会が承認。

• 英国では、2022年から新築の建物
すべてにEV充電器の設置を義務
化。

• 独連邦政府は、合成燃料車を除き、
EU目標を支持。一方、業界団体や
一部州政府は政府と異なる立場。

• GMは2035年までに乗用車部門の
排気ガスの排出をゼロにする上、
2040年までには自社製品と事業活
動全体からのCO2を実質ゼロにするこ
とを目標。

• Fordは全世界で2030年までに全
生産の50%を電気自動車にする目
的で2026年までに500億ドルを投
資。

• 2022年上期のBEV生産は前年
倍増の210万台。

• 輸送部門では水素を重視。港
湾・産業パーク等で燃料電池ト
ラックを検証し、路線バス・物流・
清掃等へ展開を計画。

• トヨタは、世界販売台数において、
BEV350万台を目指す。

• 日産は、2026年までに世界販売
台数における電動車（EV, HV）
比率55％以上を目指す。

• ホンダは2030年までに5兆円を投
資し、30車種のEVを投入。

海運

• 欧州連合域内排出量取引制度
（EU-ETS）において、2024年以
降、海運部門もETSの対象に。

• Maersk（デンマーク）は、目標を
前倒しし、2040年までにバリュー
チェーン全体でのCNを宣言。

• AmazonはFirst Movers 
Coalition, Cargo Owners for 
Zero Emission等 に加入し、
IKEAやMaersk、上海、ロサンゼルス
港湾局等と同調し、2030年で一定
割合のゼロエミッション船の使用を可
能にすべく政府や関連企業に働きか
けることを宣言。

• 船舶分野での水素燃料電池の
応用を模索（政府・水素戦略）

• ハイブリッド動力船、電動船、水
素燃焼船等の研究・開発を強化
（政府方針）

• 日本郵船は、2021年12月からア
ンモニアを燃料とするエンジンを搭載
した輸送船の開発に着手。2026
年度の就航を目指す。

• 商船三井他2社は2021年11月
世界初となる水素燃料エンジンの
開発を行うことを合意。

◼ 航空分野では国・地域で規制導入の動きがあり、企業・産業界はそれらに対応すべく努力して
いる状況。また、自動車分野でも一部で規制導入の動きが見られる。

◼ 海運は荷主、船舶会社、港湾当局が連帯し、サプライチェーンサイドからの脱炭素への動きあり。

19出典：各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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CNに資する主な産業･企業動向②

◼ 鉄鋼、アルミ、化学等の重工業においても、炭素削減の試みが開始されており、再エネの導入
やCCUS等のネガティブエミッション技術の導入によるネットゼロ化を目指す動きも。

業界 ＥＵ/英国 米国 中国
〈参考〉
日本

鉄鋼、
アルミニウム

• 水素直接還元の鉄鋼所の建設
に向け、EIT（欧州イノベーショ
ン・技術機構）傘下の EIT 
InnoEnergyと民間企業5社
がコンソーシアムを設立。

• Nucor、米国鉄鋼セクタ初となる
電気アーク炉を活用したネットゼ
ロエミッション製鉄品ラインナップ
を販売開始。

• Cleveland-Cliffs は、水素活
用やCCSの導入等により2030
年までGHG排出量を25％削減
する目標を設定。

• 2025 年までに、鉄鋼業界のエネ
ルギー消費を2％削減（政府目
標）。

• 電炉による粗鋼生産比率を2025
年2割へ向上。Baosteel、
Hebei Steel Group も引き上
げ表明。

• 水素戦略では水素を還元剤とする
技術も模索。

• 日本製鉄は、グリーン電力を
使ったCO2排出量が実質ゼロ
のCNスチールを2023年から年
間70トン販売予定。

化学、窯業
等

• BASF（独）は、CCS、風力、
電気加熱式蒸気クラッカー等の導
入により、2030年までに2018年
比25%、2050年までにCN達
成を目指す。

• Breedon Group（英）（セ
メント）は、2050 年ネットゼロエ
ミッションを掲げ、燃料転換や再
生利用、クリンカーの低炭素化、
CCUS 導入、コンクリートでのネッ
トゼロを計画。

• DOW Chemicalは、再エネ利
用や流動接触脱水素化クラッカー
等の導入により、2030年までに
2020年比で15%削減、2050
年までにCNを目指す。

• 2025年までにクリンカー単位当た
りエネルギー消費3.7％削減（政
府目標）。

• 新型エネルギー貯蔵にも積極的。
CATLは数百MWhレベルの蓄電シ
ステムプロジェクトにも参画。

• SINOPECは、中国国家計画に対
応するため、CCUS等を導入し
2030年までに排出のピークアウト
を目標。

• 三菱ケミカルホールディングスは、
人工光合成技術の開発を進
め、工場の排ガス等から回収さ
れるCO2を化学品（オレフィ
ン）に変換。2030年代の社
会実装を目指す。

• 東レは、多孔質炭素繊維を用
いた革新的なCO2分離膜を創
出し、実用化を目指す。

エネルギー

• BP（英）、Shell（英、蘭）、
Eni（伊）、Equinor（ノル
ウェー）等欧州石油大手が、北
海でCO2の安全輸送・貯留のた
めの洋上インフラ開発を進める

• Exxon Mobileは、テキサス州
ベイタウンの複合施設での水素製
造とCCSを計画。2030年までに
年間約5,000万トン、2040年ま
でに年間1億トンのCO2を回収・
貯留する予定。

• 約40のCCUS実証プロジェクトが
進行中：SINOPECは斉魯石化-
勝利油田・100万トン級CCUSプ
ロジェクトを昨年開始、
PETROCHINAは2035年自社
CCUSで2,500万トンCO2削減を
目標。

• 三菱重工業は、バイオ技術を
活用したCO2利用技術を有す
る米Cemvita Factoryへ出
資。CCUSバリューチェーンの
ポートフォリオを強化する狙い。

20出典：各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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コラム② NEDOによる実証～社会実装に向けたシームレスな取り組み

◼ 2050年CNの実現等に向けてイノベーションを加速するため、NEDOは2021年6月、日本政
策投資銀行（DBJ）と相互協力協定を締結。

◼ NEDOが持つ多様な技術分野に関する技術戦略やマネジメントの知見・ノウハウと、DBJの幅
広い産業ネットワークやファイナンスの知見を有機的に連携させることにより、革新的な技術開
発成果をシームレスに社会実装することを目指す。

主な活動は以下の通り：
• NEDO事業に参画するスタートアップの事業化に

向けた連携。
• NEDOスタートアップ支援事業で、NEDO認定

VCとしてDBJキャピタルを採択。
• DBJネットワークと連携し、NEDOピッチ等の広報。
• DBJ職員によるNEDO技術委員への就任。

出典：NEDO HP
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3．途上国の現状と先進国による支援の方向性
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途上国のエネルギー事情と先進国による支援の方向性（全体像）

◼ 今後もエネルギー需要が増加する途上国にとって、最優先となるのは、経済性を確保しつつ
気候変動に対応する公正なエネルギートランジションを進めることであり、先進国同様、再エネ・
化石エネルギーに焦点を当てたエネルギー政策を志向。

◼ 再エネについては、そのコストが下降する中で、日照日数等の地理的な優位性も活かし、有効
に活用していこうとする動きが活発化。こうした動きを受けて、欧米や中国は、途上国の再エネ
に係る技術やインフラに対し財政面等での支援を強化。

◼ 一方で、化石燃料を用いる火力発電所については、特に東南アジアを中心に今後も重要なエ
ネルギー源として位置付けられており、より低炭素化して活用し続けるための技術に対するニー
ズも顕著。

◼ 途上国のニーズにバランス良く応えていくことが、気候変動対策上極めて重要であり、そのために
も先進国は、一層の財政支援や低炭素技術等の技術開発支援を行うことが重要。

23

途上国 ➢ 化石燃料へのニーズは依然旺盛であり、
引き続き重要なエネルギー源として
位置付け

化石エネルギー再生可能エネルギー

➢ 価格の下落や、地理的な優位性を活
かし、再エネを積極的に導入

主に財政支援を通じた、太陽光等の設備
導入や水素に係るインフラ整備の支援

低炭素技術として、バイオマスやアンモニア、水素等
の混焼技術やCCUS等の技術開発支援

・・・
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CO2排出の現状 – 各国・地域別の排出量 -

◼ CO2排出量は、中国やインド、及びアジア・アフリカ等の途上国で増え続けている。
最大の排出国である中国は、2030年までのピークアウトを目標としている。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2019

USA Europe Japan China India Asia Africa

国・地域別CO2排出量
単位： Mt

※“Asia“は、日本・中国・韓国を除くアジア（Non-OCED Asia excl. China）、インドは含まれる

出典： IEA, Energy Statistics Data Browseを基にNEDO技術戦略研究センター作成
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各国・地域のエネルギー需要見通し

◼ IEAによれば、エネルギー需要は先進国で低下傾向にある一方、インド、東南アジア、アフリカ等の
国々では、2050年に向けていずれも2020年度比1.7～1.8倍に拡大する。最大のエネルギー消費
国である中国は2030年以降2050年に向けては低下の見通し。（見通しはIEA APSシナリオ※）
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USA Europe Japan China India Southeast Asia Africa

※IEA APSシナリオ：Announced Pledge Scenarioは、各国が宣言したコミットメントを基にIEAが作成したシナリオ。
IEAが提供する複数の将来シナリオのうち、APSが既述の各国NDCやCN目標の達成を前提としているため、
COPに関わる国・地域別の動向を同シナリオに基づき表記している。

単位： EJ

国・地域別一次エネルギー需要の見通し

出典： IEA, “World Energy Outlook 2021”を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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◼ IEAによれば、再エネの利用が全世界的に延びる傾向にあるものの、2030年時点で中国・イン
ド・東南アジア・アフリカにおける電源は化石燃料への依存度が依然として高い。とりわけ、東南
アジアでは2050年においてもその構成比は高い。 （見通しはIEA APSシナリオ）

出典：IEA, “World Energy Outlook 2021”を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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人口1人当たりの国・地域別CO2排出量とエネルギー需要

◼ 人口1人当たりのCO2排出量とエネルギー需要は、共に先進国と途上国では開きがある。
現状は、いずれも途上国で低い水準にある。

◼ 今後2050年に向けた動向については、経済成長と人口動態を加味して見ていく必要がある。

国・地域別人口1人当たりのCO2排出量
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20.0

25.0
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India Asia Africa World

単位：トン
国・地域別人口1人当たりのエネルギー需要（右目盛・点グラフ）

及び、GDP単位当たりのエネルギー供給量（左目盛・棒グラフ）

出典： IEA, Energy Statistics Data Browser

※“Asia“は、日本・中国・韓国を除くアジア
（Non-OCED Asia excl. China）、インドは含まれる

出典：IEA, “World Energy Outlook 2021”

（GDP当たりのエネルギー供給量）
（人口1人当たりのエネルギー需要）
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途上国におけるCNへのトランジション

◼ 途上国では、石炭・天然ガス由来中心から、水力・太陽光・風力由来電力の導入等の、CNに向けた政策
を打ち出しつつある。他方、後述（p.30参照）の通り依然として、化石燃料のニーズは存在することから、
途上国への低炭素技術導入やトランジションへの支援等の需要は高い。

今年6月に2060年までの再エネによる全電力供給を目

指す法案が提出。石炭火力発電所における炭素回収・利

用・貯蔵技術やバイオマス混焼の導入等を通し、クリーンエ

ネルギーへの移行を目指す。

昨年7月にバイオ・循環型・グリーン経済推進へ7カ年
計画を発表。また、今年1月には日本政府とエネルギー・
トランジションの実現に関する協力覚書に署名

インド

インドネシア

タイ

2030年までに再エネ450GWの導入を政府目標とし、
2070年までのCN達成を表明。国家水素ミッションのもとグ
リーン水素の製造・輸出のグローバルハブを目指す。3月に日
本政府と日印クリーン・エネルギー・パートナーシップに署名。

2035年までに再エネ比率42%を宣言（太陽光26%、
風力14%、水力2％）。
2022年8月にはRenew Power（インド）と、グリーン水
素の製造事業に80億ドルを投資する仮契約を締結。

エジプト

2026～2030年のGHG排出量を3.5～4.2億トンに抑
えることを政府目標としており、2050年のネットゼロも表
明。2020年の電力公共調達計画では、新規の電力
公共調達の半分以上を再エネから供給予定。化石燃
料依存を軽減し、再エネの導入を目指す。

南アフリカ

東南アジアのエネルギー源別発電量2020～2050年

アフリカ諸国のエネルギー源別発電量2020～2030年

出典：IEA, Southeast Asia Energy Outlook 2022

出典：IEA, “Africa Energy Outlook 2022” 出典：各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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再エネコストの推移

◼ コロナ禍からの経済の回復やロシアのウクライナ侵略の影響により直近の化石資源価格が高騰したのに対し、
再エネのコストは長期的なトレンドとして世界的に低下傾向。

◼ 特に生涯発電量当たりのトータルコストを見ると、太陽光発電・陸上風力発電は化石資源による発電コス
トを下回る。このため、途上国においても再エネを選択するインセンティブが高いと想定される。

◼ ただし、再エネの導入にあたっては、コスト面のみならず、地域との共生や系統制約に係る課題の克服など、
安全性を大前提としつつ、エネルギー自給率や環境への適合性、経済効率性にも配慮することが必要。

出典：（左図）自然エネルギー財団, 「欧州のエネルギー危機、自然エネルギーが電気料金の軽減に」
（右図）IRENA, “Renewable Power Generation Costs In 2020”

太陽光発電及び風力発電の発電コスト推移

太陽光発電 陸上風力発電 洋上風力発電

オークション価格 LCOE※

※LCOE （Levelized Cost Of Electricity）：均等化発電原価。生涯発電量当たりのトータルコスト。
小さいほど事業性が優れた発電といえる。

ガスの価格推移（単位：米ドル/MBtu）

石炭の価格推移（単位：米ドル/トン）

集光型太陽光発電
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途上国における化石燃料の現状

◼ 東南アジア、インド、中国における石炭火力発電所の稼働年数は10年程度で、他地域に比べ
比較的最近新設されている状況。

◼ 天然ガスについても、中国、東南アジアにおいて旺盛な電力需要に応えるため、高い投資金額
が投入されている。

世界の地域別石炭火力発電所平均稼働年数
アジアの国別天然ガス発電所
（計画及び建設中 単位は10億ドル）

出典：Global Energy Monitor, “Asia’s Gas Lock-In”出典：IEA, “World Energy Outlook 2021”
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NEDOによる再エネの技術開発や水素サプライチェーンの構築

◼ エネルギー安全保障の観点からは、エネルギー調達の多角化を図ると共に、日本が有する強み
を活かし、国内外市場の獲得に向け技術開発を推進。早期の実用化を目指す。

コラム③

• これまで欧州を中心に洋上風力発電の導入が拡大して
いるが、2050年にかけてはアジア市場の急成長が見込
まれる。特に、急深な地形が広がる日本・アジアにおいて、
低風速・台風・落雷等の気象条件や海象等を踏まえて
最適化するニーズが高まっている。

• 本事業では、低コスト化やアジアへの展開の観点から、
次世代風車技術や浮体式基礎製造・設置低コスト化
技術、洋上風力関連電気システム技術、洋上風力運
転保守高度化を対象とした技術開発を行い、2030 年
までに一定条件下で着床式洋上風力発電の発電コスト
が8～9円/kWhとなることを見通せる技術及び浮体式
洋上風力発電を国際競争力のあるコスト水準で商用化
する技術の確立を目指す。

＜事業イメージ＞

「グリーンイノベーション基金事業／洋上風力発電の
低コスト化」

（2021～2026年度、総額1,195億円（予定））

出典：経済産業省HP、NEDO HP

「グリーンイノベーション基金事業／大規模水素
サプライチェーンの構築プロジェクト」

（2021～2030年度、総額3,000億円（予定））

• 水素は直接的に電力分野の脱炭素化に貢献するだけで
なく、余剰電力等を水素に変換して貯蔵・利用することで、
再エネ等のゼロエミッション電源のポテンシャルを最大限活
用することもできる。

• 本事業では、目指すべき社会実装モデルを構築すべく、
国際水素サプライチェーン技術の確立及び液化水素関連
機器の評価基盤の整備、水素発電技術（混焼、専
焼）を実現するための技術の確立をテーマに取り組む。

• これにより、2030年に水素供給コスト30円/Nm3、
2050年20円/Nm3以下（化石燃料と同程度）の達
成を目指す。

＜研究開発目標＞

出典：NEDO HP 31
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NEDOによる低炭素技術の開発

◼ 多くの国では、化石燃料も引き続き重要なエネルギー源として位置付けられており、化石燃料を利用する場合でも
CO2を排出しない低炭素技術の活用はますます重要な局面に。

◼ NEDOでは、導入コストを抑制して早期の社会実装を目指し、様々な技術開発を推進している。特に、今年度開
始したグリーンイノベーション基金事業を中心に、低炭素技術やサーキュラーエコノミーを踏まえたカーボンリサイクル技
術を開発。

コラム④-1

「グリーンイノベーション基金事業／CO2の分離回収等
技術開発プロジェクト」

（2022～2028年度、総額382億円（予定））

「グリーンイノベーション基金事業／CO2等を用いた
燃料製造技術開発プロジェクト」

（2022～2030年度、総額1,145億円（予定））

CO2分離回収 CCU

• 電力部門・産業部門の脱炭素化に向けては、CO2分離回
収技術が必須。

• 本事業では世界に先駆けて、CO2濃度10%以下の低圧・
低濃度のCO2分離回収技術の開発･実証を推進し、2030
年2,000円台/t-CO2以下のCO2分離回収コストを実現す
るための技術確立を目指す。

• 日本は石炭火力発電所等のCO2分離回収プラント建設で
トップシェアを確保しているが、本事業を通し、CO2分離回収
設備・素材ビジネスの拡大に加えて、CO2の活用も含めた
カーボンリサイクルのビジネスモデル創出し、我が国の国際競
争力を強化する。

出典：NEDO HP、住友化学 HP

• CO2等を用いたカーボンリサイクル燃料への転換は、CN実現
の鍵の一つとして期待されている。

• 本事業では、中でも、CO2とH2を合成して製造される以下
4種類の燃料の技術開発を実施し、カーボンリサイクル燃料
の導入と社会実装を図る。

○液体燃料（輸送用燃料）
（a）合成燃料
（b）持続可能な航空燃料（SAF）
○気体燃料（産業用・家庭用）
（c）合成メタン
（d）グリーン LPG

出典：NEDO HP

＜事業イメージ＞ ＜事業イメージ＞
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国際協力アンモニア
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NEDOによる低炭素技術の開発

◼ NEDOは、日本が強みを有するカーボンリサイクル技術や火力発電の脱炭素化技術をアジア等へ普
及展開することで、世界のCO2排出量の削減に貢献すると共に、当該分野におけるフロントランナーと
しての地位を確保することを目指す。

コラム④-2

• 燃焼時にCO2を排出しないアンモニアは、CNの実現に向
けて、発電や船舶等のゼロエミッション燃料として期待さ
れている。

• 発電用途では、化石燃料をアンモニアに代替することで
火力発電の脱炭素化を進めることが重要。また、アンモ
ニアは、水素キャリアとしても利用可能で、既存のインフラ
を活用することで、安価に製造・輸送できる。

• 本事業では、アンモニアの供給コストの低減に必要な製
造技術等を確立すると共に、石炭火力発電におけるアン
モニア利用における高混焼化・専焼化技術を確立するこ
とで、需要と供給が一体となった燃料アンモニアサプライ
チェーンの構築を目指す。

＜事業イメージ＞

「グリーンイノベーション基金事業／燃料アンモニアの
サプライチェーン構築」

（2021～2030年度、総額598億円（予定））

出典：NEDO HP

「カーボンリサイクル・火力発電の脱炭素化技術等
国際協力事業」

（2022～2026年度、総額32.5億円（予定））

• 2050年CNに向け、カーボンリサイクル等の脱炭素化技
術の導入が世界的に加速している一方、化石燃料によ
る火力発電を使わざるを得ない状況にある国や地域も
依然として存在する。

• 本事業では、我が国が強みを有するカーボンリサイクル技
術や火力発電の脱炭素化技術等分野において、そのよ
うな国や地域との技術交流や調査等を通じ、当該国や
地域におけるエネルギー政策や気候変動対策を踏まえた
CO2排出量削減及び環境負荷低減に貢献。

• また、海外の政府・企業とも連携し、実証事業等を想定
した事業等に取り組むことで、カーボンリサイクル及び火力
発電の脱炭素化技術等の分野において、我が国のフロ
ントランナーとしての地位を確保する。

出典：NEDO HP
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CN実現に向けた途上国への大規模な投資の必要性

◼ 2022年の世界のクリーンエネルギーへの投資は、1兆4,400億ドルとなる見込み。ただし、全体
の半分を先進国が、3割を中国が占め、途上国の投資のシェアは5分の1程度。

◼ 電力部門において、2050年のネットゼロ達成に向けて、世界で2030年までに必要となる年間
投資額は、現在の２倍相当の２兆ドル以上と予測されており、特に途上国への投資を約4倍
程度に増やす必要がある。

電力部門における2022年クリーンエネルギー投資と
2050年ネットゼロに向けたシナリオ毎の投資予測（2023～2030年）地域別のクリーンエネルギー投資額（2014～2022年）

出典：IEA, “World Investment 2022”

途上国先進国

＜解説＞
左図：2022年の世界の投資予測額は1兆ドル／年であり、全てのシナリオにおいて、

2030年までの毎年の投資額がそれ以上必要であることを示している。
右図：左図の世界の投資額を先進国及び途上国に分けた。

CAGR：2019～2022年の平均投資額をベース、APS：各国表明投資額ベース

NZE：2050年までにNet Zero Emissionのシナリオベース
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途上国への主な支援策（投資や技術移転等）

◼ パリ協定で決定した先進国全体で年間1,000億ドルを途上国に支援する約束も含め、途上国のトランジション加
速を支援する取り組みが活発化。中国の巨大経済圏構想「一帯一路」に対抗し、欧米諸国のイニシアティブの存
在感を高める動きも。

◼ COP27では、具体的な実効性や成果が注目される可能性。

• 2024年までに米国による途上国への金
融支援を4倍に増やし、毎年30億ドルを
拠出。
•グローバルインフラ投資パートナーシップ
（PGII）：アジア、アフリカ、中南米に対す
るインフラ支援策。2027年までに民間資金を
含め6,000億ドルの支援を目指す。

＜米国＞

• COP26でこれまでの116億ポン
ドに対してさらに10億ポンド増額。

•クリーン･グリーンイニシア
ティブ：
CN技術の活用のための支援。5年間
で30億ポンド以上の資金を投入。

•気候変動に強いアジアのための
行動（CARA）プログラム：
インド太平洋全域に対し、7年間で最
大3億6,500万ドルを支援。

＜英国＞

•一帯一路：
中国主導の途上国におけるインフラ支援策。
グリーン発展のため、太陽光・風力等のクリー
ンエネルギーインフラの建設を促進する方針。

＜中国＞

• 2025年までの5年間の支援額を600億ドルから
最大100億ドルへ増額。

•アジア・エネルギー・トランジション・イニシア
ティブ（AETI）：
アジア各国のCN実現に向けたロードマップ策定や再エネ
等へのファイナンス等を支援。

•日EUグリーンアライアンス：
エネルギートランジションや途上国の脱炭素移行支援等
の分野で日EU間協力を加速。

• JCM事業：
日本の脱炭素技術等を途上国へ普及等することで、自
国の排出削減目標の達成に活用。

＜日本＞

•CIF（気候投資基金）：
途上国の脱炭素化促進のため、 「石炭からの移行促進プログラム」に計25億ドルを拠出。石炭火力
発電に依存するインド、インドネシア、フィリピン、南アフリカが参加。

•ADB（アジア開発銀行）：
エネルギートランジションメカニズム（ETM）を創設。石炭火力発電所を買い取る等、新興国の脱炭
素化を支援。インドネシア、フィリピン、ベトナムの3カ国から始める。

＜国際開発金融機関＞

•公正なエネルギー移行パートナー
シップ：

南アフリカ共和国、英国、米国、ドイツ、フランス、EU
の間でパートナーシップを構築。第1段階として、南ア
フリカが石炭火力発電を廃止し、低排出で気候変
動に強い経済への移行を加速するため、85億ドル
支援。

•インフラ開発5原則：
米国、英国、EUは、途上国含むインフラ支援に係る
5原則を採択。気候変動に配慮することや途上国と
緊密に協議すること等を合意。

•ブレイクスルー･アジェンダ：
米国、インド、EU、中国、日本、途上国等、42カ
国・地域が参加し、2030年までに安価なクリーン技
術を世界中に提供する国際計画。電力、鉄鋼、水
素等5つの分野を対象として開始。

＜多国間＞

• 2027年までにEU予算から50億ドルを拠出。

•Global gateway政策： アジア・太平洋地
域、途上国のインフラ等への投資を増強

•地中海水素パートナーシップ： 低炭素水素
の製造、貯蔵・輸送、配給インフラ建設への投資を促進。

＜EU＞

出典：各国政府発表･各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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NEDOによるJCM事業の推進

「民間主導による低炭素技術普及促進事業」（2018～2022年度、2022年度:11億円）
我が国の優れた低炭素技術･システムを途上国において実証し、JCM等を活用し、当該技術･システムのGHG排出

削減効果の定量評価を実施。

コラム⑤

実施中及び終了の実証事業（2022年9月時点）

出典：NEDO HP、外務省HP等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

◼ 日本はこれまでにアジア、アフリカ、島嶼国、中南米及び中東の22カ国（2022年9月時点）と二国間クレジット
制度（Joint Crediting Mechanism: JCM）を構築し、パートナー国で実施される緩和行動を通じて、適切に
評価した排出削減量又は吸収量によって日本及びパートナー国の排出削減目標の達成に貢献。

◼ NEDOは、「民間主導による低炭素技術普及促進事業」において、これまで8件のプロジェクトを通し、合計約
39,000t-CO2 の削減を実現。

ラオス：
○省エネデータセンター

モンゴル：
○省エネ送電システム

ベトナム：
○グリーンホスピタル
○省エネ漁灯
○低炭素ホテル

インドネシア：
○携帯電話基地局省エネ化
○動力プラント最適化
○石油精製プラント最適化

タイ：
★発電事業資産効率化

★送電系統電圧最適制御

★：実証事業中、■：実証前調査中、○：事業終了

フィリピン：
■自律型マイクログリッド技術

サウジアラビア：
■ハイブリッド再エネ供給
インフラ
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４．結論①

＜CNに向けた潮流＞
◼ 途上国は、再エネと化石エネルギーに焦点を当てたエネルギー政策を展開。
◼ 先進国においても、ロシアによるウクライナ侵略等に起因するエネルギー安定供給やエネルギー

安全保障への対応として、再エネと化石エネルギーに焦点を当てたエネルギー政策を改めて継
続。民間もこの動きに同調し、投資を活発化。

＜COP27に向けた主要国のエネルギー政策と産業界の動向＞
◼ COP26以降、主要国の中長期的な気候変動対策の政策の方向性に大きな変化はないが、

ロシアによるウクライナ侵略等を背景に、再エネ・化石エネルギーの分野において主要国でエネル
ギー安定供給のための各種制度整備が進展。

◼ 特に再エネを含むCN推進分野に着目すると、欧米では、研究フェーズから社会実装フェーズへ
の支援制度が充実。日本としても、この分野において、技術開発による一層のコストダウンにより
民間の投資を促進し、一刻も早く社会実装を推進することが必要。

◼ 産業界においても、再エネ・化石エネルギーへの投資が進展。特に航空分野では、規制導入の
動きが発端となり、SAFへの投資が加速。自動車分野でも、規制導入の動きが見受けられると
ころ。自由な企業活動を大きく阻害しない形で制度整備を実施しつつ、CNを達成していくことが
望まれる。
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４．結論②

＜途上国の現状と先進国による支援の方向性＞
◼ COP27においては、今後一層のエネルギー需要増加が見込まれる途上国への財政面・技術

面支援が重要な論点になると考えられるが、途上国の低炭素化ニーズに先進国がどのように応
えて支援していくのかが鍵。

◼ 具体的には、
✓ 再エネニーズに対しては、欧米や中国が財政面等での支援を活発化。他方、特に日本でも

開発が進む、アジアの気象条件や海の地形等特性に対応するような浮体式洋上風力発電
技術等の早期実用化も期待される。

✓ 化石エネルギーニーズに応えていく上では、トランジションの中でCCUS／カーボンリサイクルや
脱炭素燃料（水素、アンモニア等）との混焼技術等の低炭素技術のいち早い適用がより
重要に。日本が強みを活かせる分野でもあり、技術開発による一層のコストダウンと並行して、
アジアへの低炭素技術の普及に向けた取り組みの深化が重要。
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CN目標
➢ CN達成年：2050年
➢ CN中間目標：2030年までに2005年比でGHGを50～52%削減。2035年までに電力を100%脱炭素化。
➢ しかしながら米国エネルギー情報局のレポートによれば今後も天然ガスの占める割合が大。

CN達成に向けた主要政策・予算
「インフレ削減法」：法人税対象の拡大、所得税徴収是正等、歳入増7,370億ドルを原資に、エネルギーセキュリティー確保と
脱炭素化に3,690億ドル、国民健康保険延長他680億ドル等合計4,370億ドルが8月に施行。
（差額の3,000億ドルあまりは国庫赤字解消の原資。）
風力タービンや太陽光パネル、EV等の米国内製造基金600億ドル、各地域での電力の脱炭素化基金や貸し付け、クリーン製品の政府買い付け
736億ドル、気候変動対応型農業への変換270億ドル、消費者のエコ冷暖房機器や太陽光設備等購入の税控除等を広範囲に含み、
これにより2030年までに40%炭素排出を減少させる原資となる予算と宣言。

「インフラ投資雇用法」：2026年までの5年間で5,500億ドルを新規投資・実証・導入支援に投入し社会実装を実行。
・輸送、デジタル、水インフラに加えて、 エネルギーインフラ・脱炭素関連に総額880億ドルを投資
・電力インフラの強靭化・スマート化、水素ハブ建設、蓄電池・車電動化、ゼロエミッション、原子力技術等に多くを配分

CN目標・政策・予算

主要国のエネルギー政策動向：米国

CO2削減量 電源構成
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主要国のエネルギー政策動向：中国

CN目標
➢ 2060年CN、2030年までのGHGピークアウトを宣言（NDCはCOP26 提出より変更なし）。

CN達成に向けた主要政策・予算
➢ CNに関する基本方針： 「新発展理念を完全、正確かつ全面的に徹底し、炭素排出ピークアウト・カーボンニュートラル業務を着実に行う

ことに関する意見」（2021年10月）・・・2060年までに一次エネルギーに占める非化石エネルギー比率80％を目標

⇒2025年／2030年時点の目標値を規定：GDP当たりエネルギー消費（2020年比13.5％減／大幅減）、同CO2排出量（2020年比
18％減／2005年比65％減）、非化石エネルギー割合（20％前後／25％）、風量・太陽光の設備容量（－／12億kW以上）

➢ その後、分野別の計画を相次ぎ発出：水素戦略（～2035年）をはじめ、「第14次5カ年計画」（2021～2025年）におけるエネルギー計
画、再エネ発展計画、省エネ計画、エネルギー貯蔵計画、素材産業計画、エネルギー・イノベーション計画等が発表されている。
⇒ 非化石エネルギーの導入を拡大しつつ、産業力・国際競争力を高める狙い。

➢ CN関連予算：低炭素化基金・優遇税制の導入を表明
➢ 排出権取引制度：2021年7月電力業界より全国制度を開始 ⇒2,000社超・CO2排出量約45億トンをカバーし世界最大
➢ 化石エネルギー：安定供給のため、化石を含むエネルギー生産能力を拡大、石炭のクリーン利用も拡大（現5カ年計画）。

➢ 原子力：発電設備容量を2020年・50GWから2025年・70GW前後へ引き上げを計画、今年4月には3カ所6基の新設を認可。

CN目標・政策・予算

CO2削減量

2050年シナリオ：清華大学が複数の設備容量シナリオを分析。
2℃目標・1.5℃目標達成には、80%超の再エネが必要。

電源構成

出典：清華大学「中国低炭素発展戦略及び移行シナリオに関する研究」を基に
NEDO技術戦略研究センター作成（2021）
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CN目標
➢ 2050年ネットゼロ達成を先進国で初めて法制化（2008年「気候変動法改正案」可決）。
➢ NDCでは2030年までに1990年比78%減を目標（ただし、国内においては「2035年までに1990年比78%減」を法制化）。
CN達成に向けた主要政策・予算
➢ 「グリーン産業革命に向けた10項目」（2020年11月）において、10部門※におけるインパクトや目標を提示。この目

標に基づき策定された「エネルギー白書」では、CNに向けた長期ビジョンを提示。
※洋上風力発電、低炭素水素、高性能原子力、ゼロエミ自動車、環境配慮型公共交通、ゼロエミ船舶・航空機、グリーンな建築、

CCUS、自然環境保全、グリーンファイナンス

➢ 「エネルギー安全保障戦略」（2022年4月）では石油・ガス、再エネ、ヒートポンプ等に関する目標を設定、2030年までに電
力の95%の低炭素化を目指す。洋上風力発電では2030年までに50GW、太陽光発電では2035年までに70GW、原子力
では2030年までに最大8基の原子炉建設、2050年には原子力で電力需要の25％を目指す、等目標を掲げる。

➢ また航空分野のネットゼロを目指す「ジェットゼロ戦略」（2022年7月）では、システムの効率性やSAFの利用目標、
パートナーとの取り組みについての方向性等を示す。

CN目標・政策・予算

主要国のエネルギー政策動向：英国

CO2削減量 電源構成
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石炭・ガス＋CCUS:
1.0%（2030年）→6.7%（2050年）

原子力:
20.7%（2030年）→32.4%（2050年）

再エネ

その他火力

原子力

天然ガス

石油

石炭

石炭･ガス＋CCUS

※数値は電力高需要シナリオにおける
値であり、政府の目標値ではない

再エネ:
42.4%（2030年）→59.0%（2050年）

出典：資源エネルギー庁「2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討」

NDC達成までのCO2排出量とカーボン予算※

※カーボン予算：政府が5年毎に設定するGHG排出量の上限

出典：英国政府. “Net Zero Strategy: Build Back Greener”
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CN目標
➢ 2050年ネットゼロ達成。中間目標として、2030年までに1990年比55%減を目標。
CN達成に向けた主要政策・予算
➢ 2050年までの気候中立を目指す「欧州グリーン・ディール」の一環として、Horizon Europeの全体予算（955億ユーロ/7

年）の35%以上を気候変動対策に充てることを義務づけ（2021年7月までに26本の戦略・計画・規則を発表済み）。
➢ 「欧州イノベーション・ファンド」では、製油所等のエネルギー多消費型産業、再エネ、水素等によるエネルギー貯蔵、

CCUS分野を対象として、これらの分野でのGHG削減技術実証を目的とした支援を実施（100億ユーロ/10年）。
➢ 2021年には、2030年にGHG削減1990年比55%を目指す政策パッケージ「Fit for 55」を、2022年5月にはロシア

産の化石燃料依存からの脱却を目指す「REPowerEU」計画を発表。
➢ EU域内での排出量取引制度「EU-ETS」を2005年から実施。また「Fit for 55」の一部である炭素国境調整メカニズ

ム（CBAM）と共に導入されるに含まれるパッケージに含まれる「EU-ETS」の無償割り当て削減、見直し。
➢ 持続可能な投資対象のリスト「EUタクソノミー規則」に原子力と天然ガスをグリーン投資の対象として認める法案を承認。

CN目標・政策・予算

主要国のエネルギー政策動向：EU

CO2削減量 電源構成

出典：欧州委員会 「IN-DEPTH ANALYSIS IN SUPPORT OF THE COMMISSION 
COMMUNICATION COM（2021）」
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CN目標
➢ 2045年ネットゼロ達成。2030年までに1990年比65％減。中間目標として2040年までに同88％減。2050年以降

はカーボンネガティブを目指す。 NDCでは、1990年比-55%以上減を目標。
CN達成に向けた主要政策・予算
➢ 「国家水素戦略」（2020年6月）では、水素分野に90億ユーロの投資。
➢ 2021年11月には、石炭・褐炭火力発電の段階的廃止の完了時期を2030年に前倒し、また国内の総電力需要の

80％を再エネによる発電で供給することを含むエネルギー計画に連立政権が合意。
➢ 「気候保護緊急プログラム2022」（2022年予算案の枠組み）では、約52億ユーロが割り当てられ、建築、交通、製

造業、土地利用・林業、農業、エネルギー、横断分野に対し、投資を推進。
➢ 「イースター・パッケージ」（2022年4月）として複数のエネルギー政策関連法の改正法案をまとめ閣議決定。
➢ 2022年G7（ドイツが議長国）においてショルツ首相が「気候クラブ」設立の方針を示す。新興国や途上国も巻き込み、

気候変動対策のルール作り、協働、連携を目指す。
➢ 脱原子力政策をとっているが、冬季の電力確保のため、国内の原発3基のうち2基を4月半ばまで稼働可能状態に。

CN目標・政策・予算

主要国のエネルギー政策動向：ドイツ

CO2削減量 電源構成

44
出典：Prognos, Oko-Institut, Wuppertal Institut. “Towards a Climate-Neutral 
Germany by 2045. How Germany can reach its climate targets before 2050”, p.24

NDC達成に向けたCO2排出目標と排出量推移

出典：独連邦環境庁. Indicator: Greenhouse gas emissions, Emission of greenhouse 
gases covered by the UN Framework Convention on Climate (as of 15.03.2022)
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主要国のエネルギー政策動向：インドネシア

CN目標
➢ COP26に先立ち、NDCを改訂し、2030年には国際支援がないケースでBAU比29%、国際支援があるケースで41％のCO2削減を表明。
CN達成に向けた主要政策・予算
➢ 同時に、「2050年低炭素・気候強靭化のための長期戦略（Long-Term Strategy for Low Carbon and Climate Resilience 2050:

LTS-LCCR 2050）」を提出。特に、全体のCO2排出量の約8割を占める森林･その他土地利用（FOLU）及びエネルギー部門での排出削減を目指す。
※LTS-LCCR 2050のポイント：
• 森林･その他土地利用部門では、森林保全･管理等の強化に力を入れる。
• エネルギー部門では、2050年まで、再エネ（水力、地熱、太陽光、風力、バイオマス）導入加速に加えて、石炭火力発電所における炭素回収・利

用・貯蔵（CCUS）技術の利用やバイオマス混焼（BECSS）の導入等を通し、クリーンエネルギーへの移行を目指す。
➢ COP26首脳会合でジョコ･ウィドド大統領は、従来の目標から10年前倒しし、2060年までにCNを達成目標とすることを表明。
➢ 政府は、2021年10月、石炭火力発電所への炭素税を適用することも決定したが、2022年7月に再度延期している。
➢ 石炭火力発電は2050年も電源構成の中で約4割程度占めることが想定されているが、インドネシアはASEAN唯一のG20参加国でもあり、今後ASEAN

における気候変動対応へのリーダシップが期待される。

CN目標・政策・予算

CO2削減量 電源構成

LTS-LCCR 2050の低炭素化シナリオ（LCCP）では、発電
部門において、再エネの大幅導入に加え、76%の石炭火力
発電にCCSを設置することで低炭素化を図る算定。

約8割の排出量を占める森林・その他
土地利用（FOLU）とエネルギー部
門における排出を重点的に削減。

CPOS：現政策ｼﾅﾘｵ TRNS：ﾄﾗﾝｼﾞｼｮﾝｼﾅﾘｵ LCCP：低炭素化ｼﾅﾘｵ
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出典：Statista, “Electricity generation mix and Indonesia 2020 by source”
及びLTS-LCCR 2050を基にNEDO技術戦略研究センター作成

出典：LTS-LCCR 2050
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主要国の政策動向概要：エジプト

CN目標
➢ COP26でエジプトのエルシーシ大統領は、再エネの発電比率を現在の約20％から、2035年までに42％へ引き上げることを表明。
➢ 一方、エジプトのGHG排出量は世界の0.6％に満たないが、気候変動の影響を大きく受けていると主張し、先進国へ資金援助を要請。
CN達成に向けた主要政策・予算
➢ COP27に先立つ2022年5月、「2050年に向けた国家気候変動戦略」を策定、気候変動対策に特化した2050年までの国家戦略を打ち出した。同戦略の中で

電力分野では、風力や太陽光発電、グリーン水素、ブルー水素、バイオ燃料、原子力等の活用も計画。
➢ 2022年6月、政府はさらにNDCの改訂版をUNFCCCへ提出し、2030年までにBAU比で30％のCO2削減することを表明。石炭や石油等の化石燃料から、太陽

光や風力といった豊富な再エネのポテンシャルを活かしたクリーンエネルギーへ電源構成を切り替えていく。
➢ EUとエジプトは、気候、エネルギー及びグリーンへの移行に関する共同声明を発表。世界的で公正なエネルギートランジション、適応能力の向上、途上国のニーズに

対応する気候変動資金の増加等について、両者が協力することを合意。この中で、再エネと低炭素水素の製造、貯蔵・輸送・配給インフラの建設への投資を促進
するために、「地中海水素パートナーシップ」を構築することとなった。

➢ また、エジプトは産油･産ガス国でもあり、ウクライナ情勢の影響を踏まえ、新たな供給元を求める欧州諸国からの関心は増している。2022年に入ってオランダへの
LNG輸出の開始や、EUやイスラエルとの天然ガス供給に関する三者間覚書の締結等があり、今後のエジプトから欧州への天然ガス輸出量の増加が見込まれる。

➢ 2022年6月末、エジプトの原子力規制・放射線当局（ENRRA）は、エジプト初となるエルダバ原子力発電所1号機の建設許可を出した。同機は、ロシアの
Rosatomが建設予定。

CN目標・政策・予算

CO2削減量 電源構成
2030年までにCO2排出量33%削減を目指
し、再エネの発電比率を40％へ上げると共に、
送配電網の効率化や高効率なガスタービンへ
の変換等にも取り組む。

2035年までには、再エネの発電比率を42％とする
ことを目標。このため、石炭利用を大幅に減らし、
PVと風力の導入加速を目指す。

2035年の電源構成2022年の電源構成

出典：エジプト電気・再生エネルギー省 HP出典：エジプトNDC

2030年までのCO2削減計画
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主要国のエネルギー政策動向：インド

CN目標
➢ CN目標：2070年までにネットゼロ達成（2022年改訂NDCでは「長期目標」として記載）
➢ NDC： 2030年までに非化石起源の電源50％（現行NDC・40％から変更）

2030年までにGHG/GDP原単位を2005年比45％削減（現行NDC・33～35％削減から変更）
CN達成に向けた主要政策・予算
➢ 独立100周年となる2047年までのエネルギーの自立に向け、5分野（ガスベース経済、バイオ燃料（バイオエタノール等）、EV、 再エネ、グリーン

水素）を推進すると表明。
➢ 再エネ： 2030年までに再エネ450GWを目標（現状、110GW規模）・・・後述ISAも含めて積極的に展開
➢ 水素： 2030年までにグリーン水素500万トン生産を目標（「国家水素ミッション」、2021年）

⇒グリーン水素製造における再エネ優遇策に加え、国内製造推進（補助金）等の議論。
➢ 原子力：2030年非化石電源50％達成に向け、新たに10基（各700MW）の原子炉を今後3年間で建設予定。
➢ （途上国における）CNの達成には、先進国の資金が不可欠と主張。
➢ インド政府は「ISA（太陽に関する国際同盟）」を主導し、アフリカ・中南米・島嶼国等へのソーラー展開を推進。

「ISA」においても、日米欧の参画を得て、投資の呼び込みに努めている。
➢ 水素でもインド再エネ開発会社Renew Powerが、エジプトでのグリーン水素生産に80億ドルの投資を発表する等、アフリカ・中東地域で独自の

強みを発揮。

CN目標・政策・予算

CO2削減量 電源構成
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出典： IEA, “World Energy Outlook 2021”

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

2020 2030 2050

Renewables

Nuclear

Natural Gas

Coal

電源構成推移（IEA APSシナリオ）単位： TWh単位：Mt

※APSシナリオにはインドの2021年提出NDCは未反映の可能性あり
出典： IEA, “World Energy Outlook 2021”



TSC  Global Technology Research Unit

（別添２）CNに向けた主要国の主な政策動向（詳細版）
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◼ 気候クラブ
• 2022年6月のG7サミットで設立が合意された政府間フォーラム。2022年末までに設立を予定。
• 特に産業部門に焦点を当て気候変動対策の行動を加速、国際ルールを遵守しながら排出集約財のカーボンリーケージ

のリスクに対処して、パリ協定の効果的な実施の支援を行う。途上国、新興国に対しても議論・協議を呼びかける。
• 次の3つの柱から構成。①排出量の算定及び報告メカニズムの強化、国際レベルでのカーボンリーケージへの対抗、②産

業脱炭素化アジェンダ、水素行動協定及びグリーンな産業製品の市場拡大を考慮した脱炭素化の加速に向けた産業
の共同変革、③気候行動の奨励・促進、公正なエネルギートランジション促進のためパートナーシップを通じた国際的野
心の強化。

◼ First Movers Coalition （FMC）
• 2021年のCOP26において米国政府が世界経済フォーラムと協力して立ち上げたイニシアティブ。 2050年までにネット・

ゼロを達成するために必要な重要技術の早期市場創出に向け、世界の主要グローバル企業が製品やサービスの購入に
コミットするためのプラットフォーム。

• 購入をコミットする企業を集めることで、脱炭素技術を商業化するのに十分な大きさの動きとなることを目指す（「イノベー
ターや投資家が気候危機に対する取り組みの一翼を担うためには、明確な市場需要が必要」（世界経済フォーラムの
総裁ボルゲ・ブレンデ氏））。

• 鉄鋼、セメント・コンクリート、アルミニウム、化学品、海運、航空、トラック輸送、DACが対象。

◼ 日EUグリーンアライアンス
• 2022年5月に日・EU間で合意されたアライアンス。日本とEUはグリーン成長と2050年までのGHG排出実質ゼロを達

成する共通の野心の実現のため、「エネルギートランジション」「自然環境保護」「規制とビジネス」「研究開発」「持続可能
な金融」「第三国協力」「公平な気候変動対策」等の分野での協力を加速することで一致。

• 特に「第三国協力」では途上国における気候変動対策支援の促進を行う。途上国の経済成長、強靱性強化等を目
標に、途上国支援についての情報共有や将来的な第三国協力（アジア、インド太平洋、アフリカ諸国での再エネ普及を
含む）促進を実施。

CNに向けた主要国の主な政策動向（欧州・米国主導）

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成



TSC  Global Technology Research Unit

50

◼ 「一帯一路」のグリーン発展
• 中国は、2010年代後半より「一帯一路」のグリーン化に言及。CO2排出ピークアウト・CNの基本方針※1においても、一

帯一路投資プロジェクトによるグリーン化促進、グリーンなインフラ建設等の分野での各国との交流・協力深化を明記。
• 2019年、「一帯一路グリーン発展国際連盟」（BRIGC）が正式に始動。2021年6月、中国は28カ国※2と共に

「一帯一路グリーン発展パートナーシップイニシアティブ」を共同で提唱、 「一帯一路グリーン投資原則」も公表された。
• 2022年3月、中国政府は「一帯一路の共同建設によるグリーン発展推進に関する意見」を発表した。インフラ、エネル

ギー、交通、産業協力、貿易、金融、テクノロジー等の分野における「一帯一路」関係国とのグリーン発展協力の取り組
みを規定した。そのほか、グリーンファイナンス市場の開放、技術移転や人的交流等についても盛り込まれた。

• 中国主導の「アジアインフラ投資銀行」や中国による「シルクロード基金」等、多様なファイナンスが用意されている。

◼ 太陽に関する国際同盟（ISA）
• 国際社会における太陽エネルギーの急速かつ大幅な利用拡大を目的に、太陽に由来する資源が豊かな国の間での協

力プラットフォームとしてインド政府がフランス政府と共に立ち上げたイニシアティブ。事務局はハリヤナ州（インド）に所在。
• 2030年までに、赤道から南北2,600km圏内の熱帯地方で、1,000GWの太陽光発電設備を導入することを目標。
• 本年8月31日現在、日本を含む108カ国が枠組協定に署名。エジプト等のアフリカ諸国、フィジー等の太平洋島嶼国、

ベネズエラ等の中南米諸国、サウジアラビア、オマーン、カンボジア、ミャンマーに加え、英独仏等の欧州、日本等が加盟。
• 当初は対象国を赤道付近の国に限定、昨年から地理的条件を撤廃し加盟国が増加。非熱帯諸国には太陽光発電

導入のファイナンスや技術支援の役割が期待される。

※1 中国共産党中央委員会・国務院、 「新発展理念を完全、正確かつ全面的に徹底し、炭素排出ピークアウト・カーボンニュートラル業務を着実に行うこと に関する意見」（2021年10月）
※2 アフガニスタン、バングラデシュ、ブルネイ、カンボジア、チリ、コロンビア、フィジー、インドネシア、カザフスタン、キルギス、ラオス、マレーシア、モルディブ、モンゴル、ミャンマー、ネパール、

パキスタン、フィリピン、サウジアラビア、シンガポール、ソロモン諸島、スリランカ、タジキスタン、タイ、トルクメニスタン、アラブ首長国連邦（UAE）、ウズベキスタン、ベトナム。

CNに向けた主要国の主な政策動向（中国・インド主導）

（参考）
2022年5月、NEDOは、日本政府、国際協力銀行（JBIC）、国際協力機構（JICA）と共に、ISAとの間で太陽エネルギー分野での協力に関する覚書
に署名。5者間で再エネ分野における具体的な多国間協力を奨励、促進するための協力的な制度の枠組みを確立することを目的とするもの。今後NEDOは、
技術開発や人材交流、途上国へのキャパシティービルディング等を通じてISAの活動を支援していく予定。

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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◼ アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）/アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）/
アジア･未来投資イニシアティブ（AJIF）

• AZEC：
AETIやAJIF等の推進を通して、アジア全体でカーボン・ニュートラルを目指すためのアジア・ゼロエミッション共同体を構築。

• AETI：
日本が、水素やアンモニア等、保有する技術、制度、ノウハウを活かし、世界、特にアジアの脱炭素化に貢献し技術標準
や国際的なインフラ整備をアジア各国と共に主導していくことを目指すイニシアティブ。
アジアを中心に、再エネを最大限導入しながら、化石火力をゼロエミッション火力に転換するため、1億ドル規模の先導的
な事業の展開や、アジアでのゼロエミッション技術の開発や水素・アンモニアのインフラ整備やサプライチェーン構築での
国際共同投資、アジア版トランジションファイナンス・ルール策定や個別ファイナンスなどの共同資金調達、グリーン成長に
つながる技術の国際標準策定や気候ツール策定といった標準化、JCMや民間資金を活用したアジアにおけるカーボン
クレジット市場の設立・カーボンクレジットの流通を目指す。

• AJIF：
グローバル・サプライチェーンのハブとしてのASEAN地域の魅力向上、社会課題の解決に資するイノベーションの創出、
エネルギートランジションの加速の実現に向け、サプライチェーン、連結性、デジタル・イノベーション、そして人材への投資を
強化。

◼ LEADイニシアティブ
• 日本貿易保険（NEXI）に創設された1兆円のイニシアティブ。CN実現やデジタル分野等における産業競争力向上、

社会課題解決に貢献する取り組みについて先導的要素がある案件（新分野や新規顧客の開拓等日本企業の事業
拡大に資する案件、再エネ・脱炭素関連分野案件、外国政府や外国企業、国際機関等とのパートナーシップ構築に
資する案件、社会課題解決・SDGs達成への貢献等による我が国のプレゼンス向上が期待できる案件）を認定し、
積極的な海外事業資金貸付保険を適用を行う。

• 政府によるインフラの海外展開の方向性を示した「インフラシステム海外展開戦略2025」に掲げられた、①CN、デジタル
変革への対応を通じた経済成長の実現、②展開国の社会課題解決・SDGs達成への貢献、③「自由で開かれたイン
ド太平洋」（FOIP）の実現を目指す。

CNに向けた主要国の主な政策動向（日本主導）

出典：各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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